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第１部 総論

第１章 策定の趣旨

上山市振興計画は、上山市（以下、「本市」といいます）の最上位計画であり、本市の目

指す姿と、その実現に向けた施策の方向性を示します。

平成28（2016）年に策定した第７次上山市振興計画は、めざす将来都市像を「また来た

くなるまち ずっと居たいまち ～クアオルト かみのやま～」と掲げ、総合的、かつ計画

的なまちづくりを推進してきました。従来の総合計画とは視点を変え、新たに目標や目標値

を掲げるとともに、庁内外における事業検証、必要に応じた計画の改訂を適宜行い、計画を

実効性のあるものとしました。

この間、かみのやま温泉インター産業団地の分譲や、かみのやま温泉駅の東西における開

発の着手、18歳までの子ども医療費の無償化や小中学校のＩＣＴ化の推進をはじめとした

子育て環境の整備などハードとソフトの両面において本市発展における基礎を築きました。

一方、社会情勢は大きく変わりました。多発する自然災害、新型コロナウイルス感染症の

感染拡大や原油価格・物価高騰に加え、少子高齢化や人口減少、それに伴う地域コミュニ

ティの衰退といった従来からの構造的課題はより深刻化しています。

また、SDGsの理念に基づく取組、グリーン化やデジタル化を軸とした新たな時代の到来

が見えております。

こうした状況を踏まえ、本市をより良い形で次の世代へ引き継ぐためには、まちづくりの

方向性を市民と行政が共有し、これまで以上に市民主体のまちづくりが求められます。

第８次上山市振興計画では、第７次上山市振興計画の成果を引き継ぐとともに、本市にあ

る豊かな地域資源を有効に活用し、地域の課題解決に柔軟に対応していくことで、将来にわ

たり本市の持続可能な地域社会を実現していくため、ここに市民とともに歩む「第８次上山

市振興計画」を策定します。
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第２章 計画の構成と期間

１ 計画の構成

第８次上山市振興計画は、「基本構想」、「基本計画」及び「実施計画」で構成します。

（１） 基本構想

まちづくりの目標となる将来都市像や基本的な方向性などについて示します。市民、地

域・団体、事業者と行政がそれぞれの役割を果たすことで達成する計画とします。

（２） 基本計画

基本構想で目標としたまちづくりを実現するため、行政が役割を果たしていくべき手段を

施策として示します。

（３） 実施計画

基本計画を達成するための手段を、財政状況や社会情勢を加味し事業として示します。

２ 個別計画との関係

各施策を実施する上で策定する個別計画については、原則として基本計画と整合させて策

定します。

基本構想

基本計画

実施計画

市の計画
市民
地域・団体
事業者
行政

協創による
実現

行政の計画

個別計画

整合
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３ 計画の期間

基本構想は、令和６（2024）年度から令和13（2031）年度までの８年間とします。

基本計画は、基本構想と同様に８年間とし、それぞれ４年間を前期・後期計画とします。

なお、第８次上山市振興計画を着実に実現していくためには、事業の効果を検証し、限ら

れた行政資源（人・モノ・財源・情報）を効率的に配分し、効果的に事業を進めていく必要

があります。そのため、第８次上山市振興計画の目標達成状況等の確認等を行い、財政状況

や社会情勢、市民ニーズなどを考慮した上で、計画期間中であっても柔軟に見直しを図りま

す。

2024

（R6）
2025

（R7）
2026

（R8）
2027

（R9）
2028

（R10）
2029

（R11）
2030

（R12）
2031

(R13)

基本構想

基本計画
（施策）

実施計画
（事業）

令和６年度～令和13年度
（基本構想：８年間）

令和６年度～令和９年度
（前期基本計画：４年間）

令和10年度～令和13年度
（後期基本計画：４年間）

実施

計画

実施

計画

実施

計画

実施

計画

実施

計画

実施

計画

実施

計画

実施

計画
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第３章 計画の特色

１ わかりやすく実効性のある計画

本市の目指す姿（将来都市像）と、その実現に向けた施策の方向性を明示するとともに、施策

と事業には、計画期間に応じた目標・目標値を設定しています。

進行管理を通じた改善をはかることで、策定後の運用においても実効性を確保できる計画とし

ました。

２ 市民とともにつくり、実現する計画

まちづくりの方向性を示すにあたり、多くの市民や団体の皆さまと対話を重ねた他、基礎調査

として市民意識調査をはじめとした実態把握を行いました。

市民の声を活かして策定した計画であり、市民や地域・団体、事業者、そして行政など、市内

に存在する様々な主体による協創によってその実現を目指します。

３ SDGs(※1) の理念を踏まえた計画

持続可能な社会の実現を目指すSDGsの理念は、将来にわたって持続可能なまちであり続ける

ことを目指し、多様な主体との協創によって総合計画の実現をはかる本市においてもあてはまる

ものです。

本計画におきましても、各施策とSDGsの関連性を明らかにして、持続可能なまちづくりを進

めていきます。

※1 SDGs（持続可能な開発目標）とは「Sustainable Development Goals」の略で、平成27

（2015）年９月の国連サミットにおいて全会一致で採択された国際社会の共通目標です。「誰一人

取り残さない」持続可能で多様性と包摂性のある社会の実現に向けて、令和１２（2030）年を年限

とする17のゴールと169 のターゲットから構成されています。

日本政府は、平成28（2016）年12月に策定した「持続可能な開発目標（SDGs）実施指針」の

中で、国として注力すべき８つの優先課題を掲げるとともに、各自治体に対して、各種計画や戦略、

方針の策定等にSDGsの要素を最大限反映することを奨励しています。また、平成29（2017）年

には、地方でのSDGsの推進が地方創生に資するとして、「まち・ひと・しごと創生総合戦略」に

SDGsの推進が組み込まれました。
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（１） 昼夜人口

国勢調査によれば、平成７（1995）年～令和２（2020）年までの25年間で、本市の昼

間人口は6,873人、夜間人口は8,934人減少しました。

18,153 17,584 17,090 16,036 14,951 13,909

19,891 19,297 18,922 17,800 16,618
15,201

0

10,000

20,000

30,000

40,000

H7 H12 H17 H22 H27 R2

常住地による人口（夜間人口）の推移

男 女

15,555 15,143 14,848 14,160 13,431 12,809

18,976 18,297 17,857 16,750 15,793 14,849

0

10,000

20,000

30,000

40,000

H7 H12 H17 H22 H27 R2

従業地・通学地による人口（昼間人口）の推移

男 女

（単位：人）（単位：人）

出典：上山市「令和４年 数字でみるかみのやま」、総務省「国勢調査」

第４章 上山市の人口

１ 人口動向

本市では、平成16（2004）年以降、生まれた人の数が亡くなった人の数を下回る「自然

減」、市内に流入する人の数が市外に流出する人の数を下回る「社会減」の状況が続いていま

す。平成18（2006）年以降は、毎年約400人を超える人口が減少しており、直近の令和３

（2021）年は472人の減少でした。

-123 -131 -175 -204 -232 -184 
-272 -290 -260 

-324 -290 -257 
-340 

-272 
-368 

-297 -315 
-383 -334 

135 
9 

-165 -132 
-194 

-233 
-117 

-163 -171 
-135 -198 -213 

-117 
-184 

-84 -198 -117 
-59 -117 

-600

-500

-400

-300

-200

-100

0

100

200

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

本市における人口増減数の推移

自然増減数 社会増減数 人口増減数

（単位：人）

出典：上山市「令和４年 数字でみるかみのやま」、総務省「国勢調査」
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区分

他市町村からの通勤・通学者
（流入人口）

他市町村への通勤・通学者
（流出人口）

計 男 女 計 男 女

平成７（1995）年 4,218 2,412 1,806 7,731 5,010 2,721

平成12（2000）年 4,476 2,494 1,982 7,917 4,935 2,982

平成17（2005）年 4,804 2,658 2,146 8,111 4,900 3,211

平成22（2010）年 4,783 2,618 2,165 7,709 4,494 3,215

平成27（2015）年 5,164 2,901 2,263 7,509 4,421 3,088

令和２（2020）年 5,427 2,948 2,479 6,879 4,048 2,831

出典：上山市「令和４年 数字でみるかみのやま」、総務省「国勢調査」

（２） 通勤・通学による流出入人口

国勢調査によれば、平成７（1995）年～令和２（2020）年までの25年間で、本市への

流入人口はやや増加傾向にあります。

5,010 4,935 4,900 4,494 4,421 4,048

2,721 2,982 3,211 3,215 3,088 2,831

0

5,000

10,000

H7 H12 H17 H22 H27 R2

他市町村への通勤・通学者の推移

（流出人口）

男 女

（単位：人）

2,412 2,494 2,658 2,618 2,901 2,948

1,806 1,982 2,146 2,165 2,263 2,479

0

2,000

4,000

6,000

H7 H12 H17 H22 H27 R2

他市町村からの通勤・通学者の推移

（流入人口）

男 女

（単位：人）

区分
従業地・通学地による人口

（昼間人口）
常住地による人口

（夜間人口）

計 男 女 計 男 女

平成 ７（1995）年 34,531 15,555 18,976 38,044 18,153 19,891

平成12（2000）年 33,440 15,143 18,297 36,881 17,584 19,297

平成17（2005）年 32,705 14,848 17,857 36,012 17,090 18,922

平成22（2010）年 30,910 14,160 16,750 33,836 16,036 17,800

平成27（2015）年 29,224 13,431 15,793 31,569 14,951 16,618

令和２（2020）年 27,658 12,809 14,849 29,110 13,909 15,201

（単位：人）

出典：上山市「令和４年 数字でみるかみのやま」、総務省「国勢調査」
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男女計

平成27
（2015）

年

令和２

（2020）
年

令和７

（2025）
年

令和12
（2030）

年

令和13
（2031）

年

令和17
（2035）

年

令和22
（2040）

年

令和27
（2045）

年

総数 31,569 29,110 26,867 24,531 24,064 22,197 19,846 17,541

0～14歳 3,224 2,717 2,401 2,077 2,018 1,780 1,521 1,283

15～64歳 17,191 14,942 13,056 11,518 11,236 10,108 8,646 7,284

65歳以上 11,154 11,451 11,410 10,936 10,811 10,309 9,679 8,974

（単位：人）

出典：国勢調査、国立社会保障・人口問題研究所資料

※2 国立社会保障・人口問題研究所による推計結果をもとに、令和12（2030）年～令和17

（2035）年までの平均減少率に基づき試算した結果に基づきます。

10.2%

3,224

9.3%

2,717

8.9%

2,401

8.5%

2,077
8.4%

2,018

8.0%

1,780
7.7%

1,521
7.3%

1,283

54.5%

17,191 51.3%

14,942
48.6%

13,056
47.0%

11,518
46.7%

11,236
45.5%

10,108
43.6%

8,646
41.5%

7,284

35.3%

11,154 39.3%

11,451 42.5%

11,410 44.6%

10,936
44.9%

10,811 46.4%

10,309 48.8%

9,679 51.2%

8,974

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

35,000

H27 R2 R7 R12 R13 R17 R22 R27

年齢3区分別の将来推計人口

0〜14歳 15〜64歳 65歳以上

（単位：人）

計画期間（R6～R13）

29,110

26,867
24,531 24,064

22,197
19,846

17,541

Ｒ5.10 
住基データ追加予定

31,569

２ 将来人口推計

本市の総人口は、昭和35（1960）年の40,383人をピークとして、若干の減少はありつつ、

いわゆるバブル経済期（昭和60年頃～平成初期頃）までほぼ横ばいで推移してきました。その

後、昭和60（1985）年頃から年少人口と生産年齢人口が減少し始め、総人口の減少が続き、

令和２（2020）年時点の高齢化率は39.4%となっています。

本市においては今後、年少人口や生産年齢人口に加え、65歳以上の高齢者人口も早晩に微増

から減少に向かうと推測され、人口減少はさらに加速すると見込まれます。

国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、令和12（2030）年の本市の人口は、

24,531人となることが見込まれており、本計画の期間となる令和13（2031）年時点の水準

を試算すると、24,064人という水準が算出されます（※2）。



つながりつなげる いろどりのまち かみのやま

第2部 基本構想

本市の将来像を次のように定めます。

１ 将来都市像

9

第1章 まちづくりの目標

２ 将来指標
将来都市像を達成するため、将来指標を次のように定めます。

将来指標 令和13（2031）年度人口 24,900人以上

31,569

29,110 

27,200

26,867

25,933

24,531 24,000

25,000

26,000

27,000

28,000

29,000

30,000

31,000

32,000

平成27年度 令和2年度 令和7年度 令和9年度 令和13年度

（人）

国勢調査人口

26,300

24,900

人口目標 国立社会保障・人口問題研究所推計

後日、差し替え

（修正前）
日常生活において、あたり前にあるものが、実は豊かな地域資源であり、かみのやまに

は、いろどりあふれる地域資源がある。
この豊かな地域資源であるヒト・モノ・コトを、まちづくりを自分事として取り組む市

民を増やし、つながりの輪を広げていくことで、次世代へつなげるまちを創る。

国の推計と比較し、第７次上山市振興計画の期間における人口改善率は約101.3％であり、それを
上回る。

（修正後）
本市は、温泉や果物、美しい自然環境、歴史や伝統文化など豊かな地域資源で彩られて

います。そして、日常生活にある「あたり前」が実は貴重な地域資源であり、それに気づ
き活かす人も地域資源であります。

人々が住み続け楽しいまちにするためには、まちづくりを自分事として取り組む市民を
増やし、つながりの輪を広げることが重要です。

世代を経て、脈々と受け継がれた地域資源を結び付け、つなげていくことで、彩り輝く
まちを創ります。
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将来指標 積極的に参加したい率が毎年度、前年度を上回る

問 あなたは、まちづくり活動に積極的に参加したいと思いますか？

令和４（2022）年度上⼭市⺠意識調査

そう思う

6.3% ややそう思う

15.4%

どちらでもない

37.6%

あまりそう思わ

ない

20.0%

そう思わない

18.9%

無回答

1.9%

そう思う 42 6.3%

ややそう思う 103 15.4%

どちらでもない 252 37.6％

あまりそう思わない 134 20.0%

そう思わない 127 18.9%

無回答 13 1.9％

671 100.0%

平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度

そう思う 4.8% 5.4% 4.9% 4.0% 6.3%

ややそう思う 17.2% 16.8% 18.0% 15.9% 15.4%

合計 22.0% 22.2% 22.9% 19.9% 21.7%

5か年平均 21.74%
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第２章 目標の実現に向けて

地域社会における課題は複雑化・多様化しています。また、限られた財源の中、行政による取

組だけではその解決を十分にはかることができません。

また、地域においては様々な価値観や能力を有する市民や事業者、団体等がそれぞれの強みを

生かして活動しており、将来都市像の実現をはかる上で、こうした多様な主体が協力し、お互い

の役割を果たすことが不可欠です。

一方、市民意識調査によると、市政への関わり方について、積極的にまちづくり活動に参加す

る意向は弱く、「アンケート調査で充分である」と捉えている市民が多いのが現状です。持続可

能な社会を実現するためには、市民と行政が両輪となってまちづくりをしていくことが重要であ

りますが、いかにまちづくりの主体となる市民を増やしていくかが課題となっております。

そのため、第８次上山市振興計画では、互いの個性や価値観を認め合い、様々な主体の協力を

通じてまちを創りあげていく、「協創」を推進します。
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後日、イメージ図添付

第３章 施策の大綱
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（１）目標 施策の大綱１ 笑顔

みんなが笑顔で輝けるまちをつくります

少子高齢化や地域のつながりの希薄化が進行するなか、本市の将来を担う子どもや若者
たちの健やかな成長を、地域総ぐるみで支え合うことが重要になっています。

そのために、子どもたちが夢や希望をかなえられる子育てに優しい社会を実現させるた
めの機運醸成を図るとともに、子どもたちが安心して毎日を過ごせる環境を整えるほか、
「生きる力」を育む保育・教育の充実を推し進めます。

また、生涯学習の充実を図るとともに、郷土資源を活かし、地域の担い手を育む人づく
り、多様な主体との交流を通じて、かみのやまに愛着が持てるまちづくりを進めます。

さらに、すべての市民が住みやすさを実感でき、活躍できるまちづくりを進めるため、
基本的人権や男女共同参画を尊重した社会を構築してまいります。

（２）まちづくりの方向性

主なまちづくりの方向性を次のように定めます。

① 子どもを産み
育てる環境の
充実

子どもを取り巻く環境が複雑多様化するなか、本市
の将来を担う今を生きる子どもと保護者が、幸福な生
活を送れるよう、子どもの意思を尊重した子育て環境
の充実を図ることが求められています。

② ライフステージ
に応じた教育
環境の実現

子どもから大人まで、それぞれのライフステージに
応じた教育環境を整え、本市の豊かな資源や文化を活
かした多様な教育活動を通して、市民みんなが郷土に
愛着が持てるまちづくりが求められています。

③ すべての人が
自立できるまち
の実現

障がい者や生活困窮者等を含めたすべての人がとも
に住みやすさを実感できる地域づくりを進めるため、
関係団体等と連携した支援を継続して包括的に実施し
ていくことが求められています。
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（１）目標 施策の大綱２ 元気

ともに支え合い、元気に暮らせるまちをつくります

人生１００年時代を迎え、これまで「支えられる側」であった高齢者が自らの健康状態
に応じて、「支える側」にもなるという画一的な関係を超えた全世代型社会保障の構築が
求められています。

そのようななか、本市の高齢者人口は生産年齢人口や年少人口と同じく減少しています。
人と人とがつながり合い、生涯を通じて、住み慣れた地域で、いつまでも元気に過ごす

ことができるように、ライフステージに応じた健康づくりやスポーツ活動など、地域ぐる
みで健康寿命を伸ばす取組を進めるとともに、一人ひとりが地域での役割や生きがいを持
ち、助け合いながら暮らすことができる共生社会の実現が重要です。

また、高齢者が自らの経験や知識を活かすことができる環境を整えるとともに、福祉関
係団体との連携により孤独や不安のない安心な暮らしを推進します。

（２）まちづくりの方向性

主なまちづくりの方向性を次のように定めます。

全世代型の持続可能な社会保障制度の構築に向けて、
国を挙げて取り組んでいるなか、高齢期だけでなく、
生涯を通じて健康づくりやスポーツ活動に取り組むこ
とができる健康まちづくりを進め、健康・長寿を実現
することが求められています。

① 健康・長寿
の実現

地域や家庭が抱える問題は多様で複雑化しているこ
とから、多面的な関わりが不可欠となってきています。
安心して地域で生活できるよう医療・介護・福祉等が
連携し、世代や分野を超えてつながり、ともに地域を
創っていくことが求められています。

② 地 域 で 支 え
合う社会保障
の実現

高齢者が自らの経験や知識を活用できる場や地域活
動に参加できる場の創出や、住み慣れた地域で安全・
安心に暮らしていくため、孤独や不安を解消する取組
が求められています。

③ 高齢者の生き
がいづくりと
安心な暮らし
の実現
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施策の大綱３ 挑戦（１）目標

みんなが挑戦できるまちをつくります

人口減少による働き手・担い手不足、物価・エネルギー価格の高騰等、市内産業を取り
巻く環境は一段と厳しさを増し、将来にわたって持続可能な産業を形成していくことが急
務となっています。

商工業・観光業では、豊かな地域資源や卓越した技術を背景に、顧客満足度の高い商
品・サービス提供や経営効率の向上、生産基盤の充実等を図る経営環境の整備など、民間
事業者の積極的な経済活動を支援し、持続可能な産業地域を官民の連携により目指します。

農業では、農業生産基盤の充実や、これまで培ったブランド力を活かし、効率的かつ安
定的な農業経営の実現を目指します。

また、各産業において多様な担い手の確保やイノベーションの創発を促すためにも、高
度産業人材を始めとした人材の確保を積極的に行います。

（２）まちづくりの方向性

主なまちづくりの方向性を次のように定めます。

① 「成長」し続け
られる 商工業
の推進

社会情勢の変化による多種多様なニーズへの対応が
求められているなか、本市の高度な技術力やブランド
力を活かした高付加価値化、技術の継承等に取り組み、
事業者が成長し続けられるよう積極的に支援する環境
整備が求められています。

② 官 民 一 体 と
なった持続可能な
「稼げる」観光
地域づくりの推進

持続可能な観光地域の形成には、観光消費額の着実
な向上が必要であり、観光資源の活用を始め高付加価
値化等に向け、官民一体となって取り組む必要があり
ます。あわせて、総合産業である観光産業の育成には
多様な稼げる経済基盤の整備が求められています。

③ 多様な担い手が
生まれる「儲かる」
農業の推進

農産物の価格低迷や原材料費の高騰により農業経営
は圧迫されているほか、農業者の減少や高齢化が進行
しています。新たな担い手が生まれる魅力的な農業の
実現を図るため、収益性の向上が求められています。
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（１）目標 施策の大綱４ 持続

安心して暮らせる持続可能なまちをつくります

急速に進む人口減少や、自然災害が多発するなか、安全・安心で住みよいまちづくりを
行うことが重要です。そのため、安全で快適な道路整備を行うとともに、災害に強い河川
・雨水排水路の環境整備を進めるほか、上水道・下水道事業の安定的かつ健全な経営を推
進します。

また、日常生活に必要な公共交通を確保するとともに、若者・子育て世代から選ばれる
移住・定住促進につながる魅力的な居住環境づくりを進めます。

さらに、市民の生命と財産を守るため、消防力の充実強化を始め自主防災組織と連携を
図りながら、情報伝達や避難所などの防災拠点の機能の充実など防災・減災体制を推進し
ます。

（２）まちづくりの方向性

主なまちづくりの方向性を次のように定めます。

③ 日 常 生 活 に
必 要 な 公 共
交通の確保

高齢化の急速な進行による交通弱者が増加するなか、
公共交通の重要性は高まっています。日常生活におい
て必要とされる公共交通を確保し、誰もが生活しやす
いまちづくりの推進が求められています。

安全・安心で自然災害に強いまちづくりを推進する
ため、道路や河川、雨水排水路等の環境整備を進める
とともに、上水道の安定供給や下水道の適正管理を行
うことが求められています。

① 生活を支える
インフラの
整備

② 移住・定住促進
と地域の賑わい
の基礎となる
環境の整備

移住・定住や地域の賑わいにつなげるため、若者や
子育て世代に選ばれる優良な宅地供給の促進や空き家
の抑制・利活用を進めるとともに、都市公園の魅力の
向上や特色ある景観整備等が求められています。

④ 防 災 ・ 減 災
体 制 の 強 化

消防職団員の教育訓練の充実、消防施設の整備など
消防体制を強化するとともに、市民の防災意識の向上
と自主防災組織の活性化を進め、市民と行政が一体と
なった防災・減災体制を強化することが求められてい
ます。
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（１）目標 施策の大綱５ 快適

快適に住み続けられるまちをつくります

将来にわたってすべての市民が快適な生活を送るために、本市においても、上山市快適
環境条例や同条例により定められた快適環境基本計画に基づき、これまでも環境に関する
様々な取組を実施してきましたが、さらに推進していく必要があります。

生活環境に影響を及ぼす公害などの防止に努め、市内全域における脱炭素社会の実現に
向け、温室効果ガス削減や再生可能エネルギーへの転換などに努めるとともに、さらなる
ごみの発生抑制や再利用を進めるなど、できるだけ環境への負荷を減らし、人と自然に優
しい循環型社会の推進に努めます。

また、健全な森林の確保と育成や、優良な農地の確保と保全・管理に努めることで、緑
豊かな自然環境を次世代につないでいきます。

（２）まちづくりの方向性

主なまちづくりの方向性を次のように定めます。

① 豊かな自然
と生活環境
の保全

緑豊かな森林や農地を適正に維持し、大気汚染、水
質汚濁などの公害による生活環境の悪化を防止するこ
とにより、良好な環境を保全することが求められてい
ます。

③ 循環型社会
の推進

不法投棄を防止し、ごみの適正処理や３R※を推進
するなど、あらゆる分野で環境負荷を低減させ、資源
が循環するまちづくりにさらに取り組んでいくことが
求められています。
※ ３R（Reduce：使う資源の量やごみの発生の減、Reuse： 再使用、 Recycle：再生利用）

② 地球温暖化
対策の推進

世界中で温室効果ガス排出抑制による脱炭素社会の
実現を目指した地球温暖化対策が急務となっており、
ゼロカーボンシティの実現に向け、さらなる省エネル
ギーの推進と太陽光などの再生可能エネルギーへの転
換が求められています。
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第４章 土地利用

１ 土地利用の基本方針

上山市の区域における国土（以下「市土」という。）は、限られた資源であるとともに、市民

生活や経済活動を行うための共通の基盤です。また、美しい自然景観に恵まれた市土は、市民に

とってかけがえのない財産であるとともに、公共的な意味合いの強い資産でもあります。

市土の利用にあたっては、公共の福祉を優先するとともに、自然環境の保全、地域の自然的、

社会的、経済的及び文化的条件に十分に配慮し、市民の健康で文化的な生活環境の確保と市土の

持続可能な発展を目指します。

２ 土地利用の基本的配置

（１）市中心部

この地域は、官公署、商業、業務施設等の都市的機能が集積し、本市の中枢を占める地域と

なっていることから、都市的土地利用を促進する区域となります。

既成市街地については、社会、経済等の中心地域として今後も都市機能の強化を図るとともに、

市民の生活空間として利便性の高い居住空間を形成していくことが重要になります。このため、

道路等の都市基盤施設の整備や情報・文化・交流施設等の都市機能の充実とともに、低未利用地

の有効利用を図り、新たな居住空間の創出及び生活サービス拠点として市街地の再生を促進しま

す。

また、市街地周辺部においては、周辺の自然環境等に配慮し、無秩序な市街化や宅地化の防止

に努めます。

加えて、都市活動による環境への負荷が少ない都市の形成を図るとともに、歴史や文化を感じ

られるまちなみ景観の形成など、美しくゆとりある都市環境の形成に努めます。

（２）市域北部の平野及び広陵地帯

この地域は、住宅地、工業用地、農地、森林等が混在しており、蔵王みはらしの丘地区や東北

中央自動車道のインターチェンジ周辺等、県都山形市との連携が強まっている重要な地域となっ

ていることから、複合的な土地利用を促進する区域となります。

東北中央自動車道や国道１３号等交通の利便を活用した企業の立地促進等、多様な土地利用を

計画的に推進していくとともに、山形市からの玄関口としての役割と都市生活拠点としての役割

を担っていきます。
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（３）蔵王山腹・山麓一体

この地域は、市域東北部に位置し、農林業的土地利用のほか、蔵王高原坊平をはじめとする蔵

王国定公園などの自然環境を活かしたスポーツやウォーキング、レクリエーションに親しみ、市

民の健康増進や都市住民等との交流を促進する区域としての性格を併せ持つことから、観光的土

地利用を促進する区域となります。

また、蔵王国定公園については、自然生態系の維持に配慮するとともに、アスリートヴィレッ

ジ整備構想等に基づく総合的な開発整備を行います。

（４）市域東南部

この地域の北側は、国道１３号と奥羽本線が横断し、平野部は市内でも屈指の優良農地を有す

る地域であり、生産性の高い水田、果樹地帯となっています。

東北中央自動車道かみのやま温泉インターチェンジの整備に伴い、首都圏からのアクセスが向

上しました。隣接して整備した産業団地には企業の進出が進み、新たな産業集積の拠点が築かれ

ています。

また、平野部については、農業的土地利用としての機能維持を図るため、優良農地を確保し、

生産基盤を整備するとともに、市道皆沢赤坂線（フルーツライン）、国指定史跡「羽州街道楢下

宿・金山越」等を活用しながら、観光との有機的な連携により、活力ある地域を形成していきま

す。

周辺の山間部については、農林業の振興と森林の多面的な機能を有効に発揮させるため、保全

的な土地利用を図ります。

（５）市域西部

この地域は、森林の占める割合が高く、農林業が主となっていることから、農林業的土地利用

を促進する区域となります。

農林業的土地利用としての機能維持のほか、国道３４８号を活かし、農産物や山の幸を活用し、

自然との触れ合いを活かした魅力づくりに取り組み、居住機能の向上を図るなど、豊かな自然環

境を活かした土地利用を図ります。ただし、地すべりなどの災害危険箇所の多い地域であること

に留意し、適正な管理による土地利用を図ります。
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地 域 区 分 地 域

市中心部 本庁中部・本庁南部・⻄郷地区の⼀部・中川地区の⼀部

市域北部の平野及び丘陵地帯 本庁北部・中川地区の⼀部

蔵王⼭腹・⼭麓一帯 中川地区

市域東南部 ⻄郷地区・本庄地区・東地区・宮⽣地区・中⼭地区

市域⻄部 ⼭元地区・⻄郷地区の⼀部

市域東南部

蔵王山腹・山麓一体

市中心部

市域北部の平野及
び丘陵地帯

市域西部

地 域 区 分 図


